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新旧対照表

地方独立行政法人会計基準及び注解【一般型】

現行 改訂（案）
（下線部が改訂箇所）

目次 目次

第１章 地方独立行政法人（公営企業型を除く）に適用される会計基準 第１章 地方独立行政法人（公営企業型を除く）に適用される会計基準

及び注解 及び注解

第１節 一般原則 第１節 一般原則

第２節 概念 第２節 概念

第３節 認識及び測定 第３節 認識及び測定

第４節 財務諸表の体系 第４節 財務諸表の体系

第５節 貸借対照表 第５節 貸借対照表

第６節 損益計算書 第６節 損益計算書

第７節 キャッシュ・フロー計算書 第７節 キャッシュ・フロー計算書

第８節 利益の処分又は損失の処理に関する書類 第８節 利益の処分又は損失の処理に関する書類

第９節 行政サービス実施コスト計算書 第９節 行政サービス実施コスト計算書

第10節 附属明細書及び注記 第10節 附属明細書及び注記

第11節 地方独立行政法人固有の会計処理 第11節 地方独立行政法人固有の会計処理

第12節 連結財務諸表 第12節 連結財務諸表

第13節 合併に関する会計処理 第13節 合併に関する会計処理

第２節 概念 第２節 概念

第８ 資産の定義 第８ 資産の定義

１ 地方独立行政法人の資産とは、過去の取引又は事象の結果として地方 １ 地方独立行政法人の資産とは、過去の取引又は事象の結果として地方

独立行政法人が支配する資源であって、それにより地方独立行政法人の 独立行政法人が支配する資源であって、それにより地方独立行政法人の

サービス提供能力又は将来の経済的便益が期待されるものをいう。 サービス提供能力又は将来の経済的便益が期待されるものをいう。

２ 資産は、固定資産及び流動資産に分類される。 ２ 資産は、固定資産及び流動資産に分類される。

資料２
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３ 地方独立行政法人においては、繰延資産を計上してはならない。(注 ３ 地方独立行政法人においては、繰延資産を計上してはならない。(注

８) ８)

＜注８＞ 繰延資産について ＜注８＞ 繰延資産について

地方独立行政法人においては、一般的に地方公共団体からの財源措置が １ 地方独立行政法人においては、一般的に地方公共団体からの財源措置

行われるが、その額は、通常地方独立行政法人に負託された業務に係る支 が行われるが、その額は、通常地方独立行政法人に負託された業務に係

出額に対応する形で措置されることとなる。また、研究開発費等を資産と る支出額に対応する形で措置されることとなる。また、研究開発費等を

して貸借対照表に計上することは適当でないとする「研究開発費等に係る 資産として貸借対照表に計上することは適当でないとする「研究開発費

会計基準」の考え方を勘案すると、地方独立行政法人においては繰延資産 等に係る会計基準」の考え方を勘案すると、地方独立行政法人において

を計上することは適当ではなく、支出した当該事業年度の費用として処理 は繰延資産を計上することは適当ではなく、支出した当該事業年度の費

すべきものである。 用として処理すべきものである。

２ 公立大学法人の債券発行に要した費用は、当該費用が発生した事業年

度の費用として処理しなければならない。

第15 固定負債 第15 固定負債

１ 次に掲げる負債は、固定負債に属するものとする。（注９） １ 次に掲げる負債は、固定負債に属するものとする。（注９）

(1) 資産見返負債（中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金により、 (1) 資産見返負債（中期計画の想定の範囲内で、運営費交付金により、

又は国若しくは地方公共団体等からの補助金等により補助金等の交 又は国若しくは地方公共団体等からの補助金等により補助金等の交

付の目的に従い、若しくは寄附金により寄附者の意図に従い若しく 付の目的に従い、若しくは寄附金により寄附者の意図に従い若しく

は地方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従い償却資産を取 は地方独立行政法人があらかじめ特定した使途に従い償却資産を取

得した場合（これらに関し、長期の契約により固定資産を取得する 得した場合（これらに関し、長期の契約により固定資産を取得する

場合であって、当該契約に基づき前払金又は部分払金を支払った場 場合であって、当該契約に基づき前払金又は部分払金を支払った場

合を含む。）に計上される負債をいう。） 合を含む。）に計上される負債をいう。）

(2) 長期預り補助金等 (2) 長期預り補助金等

(3) 長期寄附金債務 (3) 長期寄附金債務

(4) 長期借入金 (4) 長期借入金

(5) 退職給付（地方独立行政法人の役員及び職員の退職を事由として支 (5) 退職給付（地方独立行政法人の役員及び職員の退職を事由として支

払われる退職一時金をいう。以下同じ。）に係る引当金 払われる退職一時金をいう。以下同じ。）に係る引当金

(6) 退職給付に係る引当金及び資産に係る引当金以外の引当金であっ (6) 退職給付に係る引当金及び資産に係る引当金以外の引当金であっ

て、一年以内に使用されないと認められるもの て、一年以内に使用されないと認められるもの

(7) 長期未払金 (7) 長期未払金
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(8) 資産除去債務。ただし、流動負債として計上されるものを除く。 (8) 資産除去債務。ただし、流動負債として計上されるものを除く。

(9) その他の負債で流動負債に属しないもの (9) その他の負債で流動負債に属しないもの

２ 公立大学法人については、前受受託研究費等（受託研究費及び共同研 ２ 公立大学法人については、前受受託研究費等（受託研究費及び共同研

究費を受領した場合に計上される負債をいう。以下同じ。）で一年以内 究費を受領した場合に計上される負債をいう。以下同じ。）で一年以内

に使用されないと認められるもの及び前受受託事業費等（受託事業費及 に使用されないと認められるもの、前受受託事業費等（受託事業費及び

び共同事業費を受領した場合に計上される負債をいう。以下同じ。）で 共同事業費を受領した場合に計上される負債をいう。以下同じ。）で一

一年以内に使用されないと認められるものは、固定負債に属するものと 年以内に使用されないと認められるもの及び公立大学法人債（法第79条

する。 の３の規定により発行する債券をいう。以下同じ。）で一年以内に償還

されないものは、固定負債に属するものとする。

第16 流動負債 第16 流動負債

１ 次に掲げる負債は、流動負債に属するものとする。（注９） １ 次に掲げる負債は、固定負債に属するものとする。（注９）

(1) 運営費交付金債務 (1) 運営費交付金債務

(2) 預り施設費 (2) 預り施設費

(3) 預り補助金等（公立大学法人については預り科学研究費補助金等に (3) 預り補助金等（公立大学法人については預り科学研究費補助金等に

係るものを除く。）。ただし、一年以内に使用されないと認められ 係るものを除く。）。ただし、一年以内に使用されないと認められ

るものを除く。（注11） るものを除く。（注11）

(4) 寄附金債務。ただし、一年以内に使用されないと認められるものを (4) 寄附金債務。ただし、一年以内に使用されないと認められるものを

除く。 除く。

(5) 短期借入金 (5) 短期借入金

(6) 未払金（地方独立行政法人の通常の業務活動において発生した未払 (6) 未払金（地方独立行政法人の通常の業務活動において発生した未払

金をいう。以下同じ。） 金をいう。以下同じ。）

(7) 地方独立行政法人の通常の業務活動に関連して発生する未払金又は (7) 地方独立行政法人の通常の業務活動に関連して発生する未払金又は

預り金で一般の取引慣行として発生後短期間に支払われるもの 預り金で一般の取引慣行として発生後短期間に支払われるもの

(8) 未払費用で一年以内に対価の支払をすべきもの（注10） (8) 未払費用で一年以内に対価の支払をすべきもの（注10）

(9) 未払消費税等 (9) 未払消費税等

(10)前受金（受注工事、受注品等に対する前受金、年度開始前に受領し (10)前受金（受注工事、受注品等に対する前受金、年度開始前に受領し

た当該年度に係る授業料等をいう。以下同じ。） た当該年度に係る授業料等をいう。以下同じ。）

(11)前受収益で一年以内に収益となるべきもの（注10） (11)前受収益で一年以内に収益となるべきもの（注10）

(12)引当金（資産に係る引当金及び固定負債に属する引当金を除く。） (12)引当金（資産に係る引当金及び固定負債に属する引当金を除く。）
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(13)資産除去債務で一年以内に履行が見込まれるもの (13)資産除去債務で一年以内に履行が見込まれるもの

(14)その他の負債で一年以内に支払又は返済されると認められるもの (14)その他の負債で一年以内に支払又は返済されると認められるもの

２ 公立大学法人については、授業料債務（当該年度に係る授業料及び前 ２ 公立大学法人については、授業料債務（当該年度に係る授業料及び前

受金に係る授業料相当額を振り替えたものをいう。以下同じ。）、前受 受金に係る授業料相当額を振り替えたものをいう。以下同じ。）、前受

受託研究費等（固定負債に属するものを除く。）、前受受託事業費等 受託研究費等（固定負債に属するものを除く。）、前受受託事業費等

（固定負債に属するものを除く。）、預り科学研究費補助金等（科学研 （固定負債に属するものを除く。）、預り科学研究費補助金等（科学研

究費補助金等の当該公立大学法人以外を補助対象とする補助金を受領し 究費補助金等の当該公立大学法人以外を補助対象とする補助金を受領し

た場合に計上される負債をいう。以下同じ。）及び預り金（預り施設 た場合に計上される負債をいう。以下同じ。）、預り金（預り施設費、

費、預り補助金等及び預り科学研究費補助金を除く。以下同じ。）は、 預り補助金等及び預り科学研究費補助金を除く。以下同じ。）及び公立

流動負債に属するものとする。 大学法人債（固定負債に属するものを除く。）は、流動負債に属するも

のとする。

第３節 認識及び測定

第36 退職給付引当金の計上方法

第３節 認識及び測定

第36 退職給付引当金の計上方法

１ 退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務債務及び未認識

数

１ 退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数

理計算上の差異を加減した額を計上しなければならない。 理計算上の差異を加減した額を計上しなければならない。なお、連結貸

借対照表においても同様である。

２ 退職給付債務は、地方独立行政法人の役員及び職員の退職時に見込ま ２ 退職給付債務は、地方独立行政法人の役員及び職員の退職により見込

れる退職給付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額を まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生していると認められる額

一定の割引率及び予想される退職時から現在までの期間に基づき割り引 を割り引いて計算する。（注30）（注31）

いて計算する。（注30）（注31）

３ 未認識過去勤務債務とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した ３ 未認識過去勤務費用とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した

退職給付債務の増加又は減少部分のうち、費用処理（費用の減額処理又 退職給付債務の増加又は減少部分のうち、費用処理（費用の減額処理又

は費用を超過して減額した場合の利益処理を含む。次において同じ。） は費用を超過して減額した場合の利益処理を含む。次において同じ。）

されていないものをいう。未認識過去勤務債務は、平均残存勤務期間内 されていないものをいう。未認識過去勤務費用は、原則として各期の発

の一定年数で均等償却することができる。 生額について、予想される退職時から現在までの平均的な期間（以下「

平均残存勤務期間」という。）以内の一定の年数で按分した額を毎期費

用処理する。

４ 未認識数理計算上の差異とは、退職給付債務の数理計算に用いた見積 ４ 未認識数理計算上の差異とは、退職給付債務の数理計算に用いた見積



- 5 -

数値と実績との差異及び見積数値の変更等により発生した差異のうち、 数値と実績との差異及び見積数値の変更等により発生した差異のうち、

費用処理されていないものをいう。未認識数理計算上の差異は、平均残 費用処理されていないものをいう。未認識数理計算上の差異は、原則と

存勤務期間内の一定年数で均等償却することができる。 して各期の発生額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数で按分

した額を毎期費用処理する。

５ 職員数三百人未満の地方独立行政法人については、退職給付債務の計 ５ 職員数三百人未満の地方独立行政法人については、退職給付債務の計

算に当たっては、期末要支給額によることができる。 算に当たっては、期末要支給額によることができる。

＜注30＞退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額 ＜注30＞ 退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額

退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額は、退職 退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額は、次の

給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とする方法そ いずれかの方法を選択適用して計算する。この場合、一旦採用した方法

の他役員及び職員の勤務の対価を合理的に反映する方法を用いて計算し は、原則として、継続して適用しなければならない。

なければならない。 (1) 退職給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とす

る方法（以下「期間定額基準」という。）

(2) 退職給付制度の給付算定式に従って各勤務期間に帰属させた給付に

基づき見積もった額を、退職給付見込額の各期の発生額とする方法

（以下「給付算定式基準」という。）。なお、この方法による場

合、勤務期間の後期における給付算定式に従った給付が、初期より

も著しく高い水準となるときには、当該期間の給付が均等に生じる

とみなして補正した給付算定式に従わなければならない。

＜注31＞ 割引率について ＜注31＞ 割引率について

退職給付債務の計算における割引率は、安全性の高い長期の債券の利回 退職給付債務の計算における割引率は、安全性の高い債券の利回りを基

りを基礎として決定しなければならない。 礎として決定する。

第５節 貸借対照表 第５節 貸借対照表

第55 負債の表示項目 第55 負債の表示項目

１ 固定負債に属する負債は、次に掲げる項目の区分に従い、当該負債を １ 固定負債に属する負債は、次に掲げる項目の区分に従い、当該負債を

示す名称を付した科目をもって表示しなければならない。 示す名称を付した科目をもって表示しなければならない。

(1) 資産見返負債 (1) 資産見返負債

(2) 長期預り補助金等 (2) 長期預り補助金等
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(3) 長期寄附金債務 (3) 長期寄附金債務

(4) 長期前受受託研究費等（公立大学法人に限る。） (4) 長期前受受託研究費等（公立大学法人に限る。）

(5) 長期前受受託事業費等（公立大学法人に限る。） (5) 長期前受受託事業費等（公立大学法人に限る。）

(6) 長期借入金 (6) 長期借入金

(7) 公立大学法人債（公立大学法人に限る。）

(7) 引当金 (8) 引当金

(8) 長期未払金 (9) 長期未払金

(9) 資産除去債務 (10)資産除去債務

(10)その他 (11)その他

２ 流動負債に属する負債は、次に掲げる項目の区分に従い、当該負債を ２ 流動負債に属する負債は、次に掲げる項目の区分に従い、当該負債を

示す名称を付した科目をもって表示しなければならない。 示す名称を付した科目をもって表示しなければならない。

(1) 運営費交付金債務 (1) 運営費交付金債務

(2) 授業料債務（公立大学法人に限る。） (2) 授業料債務（公立大学法人に限る。）

(3) 預り施設費 (3) 預り施設費

(4) 預り補助金等 (4) 預り補助金等

(5) 寄附金債務 (5) 寄附金債務

(6) 前受受託研究費等（公立大学法人に限る。） (6) 前受受託研究費等（公立大学法人に限る。）

(7) 前受受託事業費等（公立大学法人に限る。） (7) 前受受託事業費等（公立大学法人に限る。）

(8) 短期借入金 (8) 短期借入金

(9) 一年以内返済予定長期借入金

(10)一年以内償還予定公立大学法人債（公立大学法人に限る。）

(9) 未払金 (11)未払金

(10)未払費用 (12)未払費用

(11)未払消費税等 (13)未払消費税等

(12)前受金 (14)前受金

(15)預り科学研究費補助金等（公立大学法人に限る。）

(13)預り金 (16)預り金

(14)前受収益 (17)前受収益

(15)引当金 (18)引当金

(16)資産除去債務 (19)資産除去債務
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(17)その他 (20)その他

第57 貸借対照表の様式 第57 貸借対照表の様式

１ 貸借対照表の標準的な様式は、次のとおりとする。 １ 貸借対照表の標準的な様式は、次のとおりとする。

貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表

（平成○○年３月31日） （平成○○年３月31日）

資産の部 資産の部

Ⅰ 固定資産 Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産 １ 有形固定資産

土地 ××× 土地 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

建物 ××× 建物 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

構築物 ××× 構築物 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

機械装置 ××× 機械装置 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

船舶 ××× 船舶 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

車両運搬具 ××× 車両運搬具 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

工具器具備品 ××× 工具器具備品 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××
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減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

図書 ××× 図書 ×××

美術品・収蔵品 ××× 美術品・収蔵品 ×××

建設仮勘定 ××× 建設仮勘定 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

有形固定資産合計 ××× 有形固定資産合計 ×××

２ 無形固定資産 ２ 無形固定資産

特許権 ××× 特許権 ×××

借地権 ××× 借地権 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

無形固定資産合計 ××× 無形固定資産合計 ×××

３ 投資その他の資産 ３ 投資その他の資産

投資有価証券 ××× 投資有価証券 ×××

関係会社株式 ××× 関係会社株式 ×××

長期貸付金 ××× 長期貸付金 ×××

関係法人長期貸付金 ××× 関係法人長期貸付金 ×××

長期前払費用 ××× 長期前払費用 ×××

未収財源措置予定額 ××× 未収財源措置予定額 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

投資その他の資産合計 ××× 投資その他の資産合計 ×××

固定資産合計 ××× 固定資産合計 ×××

Ⅱ 流動資産 Ⅱ 流動資産

現金及び預金 ××× 現金及び預金 ×××

有価証券 ××× 有価証券 ×××

受取手形 ××× 受取手形 ×××

貸倒引当金 ××× ××× 貸倒引当金 ××× ×××
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未収入金 ××× 未収入金 ×××

貸倒引当金 ××× ××× 貸倒引当金 ××× ×××

たな卸資産 ××× たな卸資産 ×××

前渡金 ××× 前渡金 ×××

前払費用 ××× 前払費用 ×××

未収収益 ××× 未収収益 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

流動資産合計 ××× 流動資産合計 ×××

資産合計 ××× 資産合計 ×××

負債の部 負債の部

Ⅰ 固定負債 Ⅰ 固定負債

資産見返負債 資産見返負債

資産見返運営費交付金等 ××× 資産見返運営費交付金等 ×××

資産見返補助金等 ××× 資産見返補助金等 ×××

資産見返寄附金 ××× 資産見返寄附金 ×××

建設仮勘定見返運営費交付 建設仮勘定見返運営費交付

金 ××× 金 ×××

建設仮勘定見返施設費 ××× 建設仮勘定見返施設費 ×××

建設仮勘定見返補助金等 ××× ××× 建設仮勘定見返補助金等 ××× ×××

長期預り補助金等 ××× 長期預り補助金等 ×××

長期寄附金債務 ××× 長期寄附金債務 ×××

長期借入金 ××× 長期借入金 ×××

引当金 引当金

退職給付引当金 ××× 退職給付引当金 ×××

追加退職給付引当金 ××× 追加退職給付引当金 ×××

（何）引当金 ××× （何）引当金 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

資産除去債務 ××× 資産除去債務 ×××

長期未払金 ××× 長期未払金 ×××
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・・・ ××× ・・・ ×××

固定負債合計 ××× 固定負債合計 ×××

Ⅱ 流動負債 Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 ××× 運営費交付金債務 ×××

預り施設費 ××× 預り施設費 ×××

預り補助金等 ××× 預り補助金等 ×××

寄附金債務 ××× 寄附金債務 ×××

短期借入金 ××× 短期借入金 ×××

一年以内返済予定長期借入金 ×××

未払金 ××× 未払金 ×××

未払費用 ××× 未払費用 ×××

未払消費税等 ××× 未払消費税等 ×××

前受金 ××× 前受金 ×××

預り金 ××× 預り金 ×××

前受収益 ××× 前受収益 ×××

引当金 引当金

（何）引当金 ××× （何）引当金 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

資産除去債務 ××× 資産除去債務 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

流動負債合計 ××× 流動負債合計 ×××

負債合計 ××× 負債合計 ×××

純資産の部 純資産の部

Ⅰ 資本金 Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 ××× 地方公共団体出資金 ×××

資本金合計 ××× 資本金合計 ×××

Ⅱ 資本剰余金 Ⅱ 資本剰余金
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資本剰余金 ××× 資本剰余金 ×××

損益外減価償却累計額（－） －××× 損益外減価償却累計額（－） －×××

損益外減損損失累計額（－） －××× 損益外減損損失累計額（－） －×××

損益外利息費用累計額（－） －××× 損益外利息費用累計額（－） －×××

資本剰余金合計 ××× 資本剰余金合計 ×××

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金） Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

前中期目標期間繰越積立金 ××× 前中期目標期間繰越積立金 ×××

（何）積立金 ××× （何）積立金 ×××

積立金 ××× 積立金 ×××

当期未処分利益 ××× 当期未処分利益 ×××

（又は当期未処理損失） （又は当期未処理損失）

（うち当期総利益（又は当期総損失）×××） （うち当期総利益（又は当期総損失）×××）

利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ××× 利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ×××

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ××× Ⅳ その他有価証券評価差額金 ×××

純資産合計 ××× 純資産合計 ×××

負債純資産合計 ××× 負債純資産合計 ×××

２ 公立大学法人の貸借対照表の標準的な様式は、１にかかわらず、次の ２ 公立大学法人の貸借対照表の標準的な様式は、１にかかわらず、次の

とおりとする。 とおりとする。

貸 借 対 照 表 貸 借 対 照 表

（平成○○年３月31日） （平成○○年３月31日）

資産の部 資産の部

Ⅰ 固定資産 Ⅰ 固定資産

１ 有形固定資産 １ 有形固定資産

土地 ××× 土地 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××
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建物 ××× 建物 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

構築物 ××× 構築物 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

機械装置 ××× 機械装置 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

工具器具備品 ××× 工具器具備品 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

図書 ××× 図書 ×××

美術品・収蔵品 ××× 美術品・収蔵品 ×××

船舶 ××× 船舶 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

車両運搬具 ××× 車両運搬具 ×××

減価償却累計額 ××× 減価償却累計額 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

建設仮勘定 ××× 建設仮勘定 ×××

減損損失累計額 ××× ××× 減損損失累計額 ××× ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

有形固定資産合計 ××× 有形固定資産合計 ×××

２ 無形固定資産 ２ 無形固定資産

特許権 ××× 特許権 ×××

借地権 ××× 借地権 ×××

商標権 ××× 商標権 ×××

実用新案権 ××× 実用新案権 ×××
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意匠権 ××× 意匠権 ×××

鉱業権 ××× 鉱業権 ×××

漁業権 ××× 漁業権 ×××

ソフトウェア ××× ソフトウェア ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

無形固定資産合計 ××× 無形固定資産合計 ×××

３ 投資その他の資産 ３ 投資その他の資産

投資有価証券 ××× 投資有価証券 ×××

関係会社株式 ××× 関係会社株式 ×××

長期貸付金 ××× 長期貸付金 ×××

関係法人長期貸付金 ××× 関係法人長期貸付金 ×××

長期前払費用 ××× 長期前払費用 ×××

未収財源措置予定額 ××× 未収財源措置予定額 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

投資その他の資産合計 ××× 投資その他の資産合計 ×××

固定資産合計 ××× 固定資産合計 ×××

Ⅱ 流動資産 Ⅱ 流動資産

現金及び預金 ××× 現金及び預金 ×××

未収学生納付金収入 ××× 未収学生納付金収入 ×××

徴収不能引当金 ××× ××× 徴収不能引当金 ××× ×××

未収附属病院収入 ××× 未収附属病院収入 ×××

徴収不能引当金 ××× ××× 徴収不能引当金 ××× ×××

受取手形 ××× 受取手形 ×××

貸倒引当金 ××× ××× 貸倒引当金 ××× ×××

有価証券 ××× 有価証券 ×××

たな卸資産 ××× たな卸資産 ×××

医薬品及び診療材料 ××× 医薬品及び診療材料 ×××

前渡金 ××× 前渡金 ×××
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前払費用 ××× 前払費用 ×××

未収収益 ××× 未収収益 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

流動資産合計 ××× 流動資産合計 ×××

資産合計 ××× 資産合計 ×××

負債の部 負債の部

Ⅰ 固定負債 Ⅰ 固定負債

資産見返負債 資産見返負債

資産見返運営費交付金等 ××× 資産見返運営費交付金等 ×××

資産見返補助金等 ××× 資産見返補助金等 ×××

資産見返寄附金 ××× 資産見返寄附金 ×××

建設仮勘定見返運営費交付 建設仮勘定見返運営費交付

金 ××× 金 ×××

建設仮勘定見返施設費 ××× 建設仮勘定見返施設費 ×××

建設仮勘定見返補助金等 ××× ××× 建設仮勘定見返補助金等 ××× ×××

長期寄附金債務 ××× 長期寄附金債務 ×××

長期前受受託研究費等 ××× 長期前受受託研究費等 ×××

長期前受受託事業費等 ××× 長期前受受託事業費等 ×××

長期借入金 ××× 長期借入金 ×××

公立大学法人債 ×××

債券発行差額 ××× ×××

引当金 引当金

退職給付引当金 ××× 退職給付引当金 ×××

追加退職給付引当金 ××× 追加退職給付引当金 ×××

（何）引当金 ××× （何）引当金 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

資産除去債務 ××× 資産除去債務 ×××

長期未払金 ××× 長期未払金 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××
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固定負債合計 ××× 固定負債合計 ×××

Ⅱ 流動負債 Ⅱ 流動負債

運営費交付金債務 ××× 運営費交付金債務 ×××

授業料債務 ××× 授業料債務 ×××

預り施設費 ××× 預り施設費 ×××

預り補助金等 ××× 預り補助金等 ×××

寄附金債務 ××× 寄附金債務 ×××

前受受託研究費等 ××× 前受受託研究費等 ×××

前受受託事業費等 ××× 前受受託事業費等 ×××

短期借入金 ××× 短期借入金 ×××

一年以内返済予定長期借入金 ×××

一年以内償還予定公立大学法

人債 ×××

債券発行差額 ××× ×××

未払金 ××× 未払金 ×××

未払費用 ××× 未払費用 ×××

未払消費税等 ××× 未払消費税等 ×××

前受金 ××× 前受金 ×××

預り科学研究費補助金等 ×××

預り金 ××× 預り金 ×××

前受収益 ××× 前受収益 ×××

引当金 引当金

（何）引当金 ××× （何）引当金 ×××

・・・ ××× ××× ・・・ ××× ×××

資産除去債務 ××× 資産除去債務 ×××

・・・ ××× ・・・ ×××

流動負債合計 ××× 流動負債合計 ×××

負債合計 ××× 負債合計 ×××
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純資産の部 純資産の部

Ⅰ 資本金 Ⅰ 資本金

地方公共団体出資金 ××× 地方公共団体出資金 ×××

資本金合計 ××× 資本金合計 ×××

Ⅱ 資本剰余金 Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 ××× 資本剰余金 ×××

損益外減価償却累計額（－） －××× 損益外減価償却累計額（－） －×××

損益外減損損失累計額（－） －××× 損益外減損損失累計額（－） －×××

損益外利息費用累計額（－） －××× 損益外利息費用累計額（－） －×××

資本剰余金合計 ××× 資本剰余金合計 ×××

Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金） Ⅲ 利益剰余金（又は繰越欠損金）

前中期目標期間繰越積立金 ××× 前中期目標期間繰越積立金 ×××

（何）積立金 ××× （何）積立金 ×××

積立金 ××× 積立金 ×××

当期未処分利益 ××× 当期未処分利益 ×××

（又は当期未処理損失） （又は当期未処理損失）

（うち当期総利益（又は当期総損失）×××） （うち当期総利益（又は当期総損失）×××）

利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ××× 利益剰余金（又は繰越欠損金）合計 ×××

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ××× Ⅳ その他有価証券評価差額金 ×××

純資産合計 ××× 純資産合計 ×××

負債純資産合計 ××× 負債純資産合計 ×××

第７節 キャッシュ・フロー計算書 第７節 キャッシュ・フロー計算書

第65 表示区分 第65 表示区分

１ キャッシュ・フロー計算書には、業務活動によるキャッシュ・フロ １ キャッシュ・フロー計算書には、業務活動によるキャッシュ・フロ

ー、投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ ー、投資活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ

・フローの区分を設けなければならない。(注42) ・フローの区分を設けなければならない。(注42)
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２ 業務活動によるキャッシュ・フローの区分には、投資活動及び財務活 ２ 業務活動によるキャッシュ・フローの区分には、投資活動及び財務活

動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。（注43） 動以外の取引によるキャッシュ・フローを記載する。（注43）

３ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、固定資産の取得及び ３ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、固定資産の取得及び

売却、投資資産の取得及び売却等によるキャッシュ・フローを記載す 売却、投資資産の取得及び売却等によるキャッシュ・フローを記載す

る。（注44） る。（注44）

４ 財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、資金の調達及び返済 ４ 財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、資金の調達及び返済

によるキャッシュ・フローを記載する。（注45） によるキャッシュ・フローを記載する。（注45）

５ 設立団体納付に係るキャッシュ・フローは、業務活動によるキャッシ ５ 設立団体納付に係るキャッシュ・フローは、業務活動によるキャッシ

ュ・フローの区分に記載する。 ュ・フローの区分に記載する。

６ 受取利息、受取配当及び支払利息に係るキャッシュ・フローは、いず ６ 受取利息、受取配当及び支払利息に係るキャッシュ・フローは、いず

れも業務活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。ただし、公 れも業務活動によるキャッシュ・フローの区分に記載する。ただし、公

立大学法人については、受取利息及び受取配当金は投資活動によるキャ 立大学法人については、受取利息及び受取配当金は投資活動によるキャ

ッシュ・フローの区分に記載し、支払利息は財務活動によるキャッシュ ッシュ・フローの区分に記載し、支払利息は財務活動によるキャッシュ

・フローの区分に記載する。（注46） ・フローの区分に記載する。（注46）

＜注44＞ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分について ＜注44＞ 投資活動によるキャッシュ・フローの区分について

投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなも 投資活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなも

のが記載される。 のが記載される。

(1) 有価証券の取得による支出 (1) 有価証券の取得による支出

(2) 有価証券の売却による収入 (2) 有価証券の売却による収入

(3) 有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 (3) 有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出

(4) 有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 (4) 有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入

(5) 施設費による収入 (5) 施設費による収入

(6) 施設費の精算による返還金の支出 (6) 施設費の精算による返還金の支出

(7) 金銭出資による支出（公立大学法人に限る。）

(7) 資産除去債務の履行による支出 (8) 資産除去債務の履行による支出

(8) 利息及び配当金の受取額（公立大学法人に限る。） (9) 利息及び配当金の受取額（公立大学法人に限る。）

＜注45＞ 財務活動によるキャッシュ・フローの区分について ＜注45＞ 財務活動によるキャッシュ・フローの区分について

財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなも 財務活動によるキャッシュ・フローの区分には、例えば、次のようなも

のが記載される。 のが記載される。

(1) 短期借入れによる収入 (1) 短期借入れによる収入
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(2) 短期借入金の返済による支出 (2) 短期借入金の返済による支出

(3) 債券の発行による収入（公立大学法人に限る。）

(4) 債券の償還による支出（公立大学法人に限る。）

(3) 長期借入れによる収入 (5) 長期借入れによる収入

(4) 長期借入金の返済による支出 (6) 長期借入金の返済による支出

(5) 金銭出資の受入による収入 (7) 金銭出資の受入による収入

(6) 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付による支出 (8) 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付による支出

(7) 利息の支払額（公立大学法人に限る。） (9) 利息の支払額（公立大学法人に限る。）

第67 キャッシュ・フロー計算書の様式 第67 キャッシュ・フロー計算書の様式

１ キャッシュ・フロー計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。 １ キャッシュ・フロー計算書の標準的な様式は、次のとおりとする。

（略） （略）

２ 公立大学法人のキャッシュ･フロー計算書の標準的な様式は、１にか ２ 公立大学法人のキャッシュ･フロー計算書の標準的な様式は、１にか

かわらず、次のとおりとする。 かわらず、次のとおりとする。

キャッシュ・フロー計算書 キャッシュ・フロー計算書

（平成○○年４月１日～平成○○年３月31日） （平成○○年４月１日～平成○○年３月31日）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

原材料、商品又はサービスの購入による支出 －××× 原材料、商品又はサービスの購入による支出 －×××

人件費支出 －××× 人件費支出 －×××

その他の業務支出 －××× その他の業務支出 －×××

運営費交付金収入 ××× 運営費交付金収入 ×××

授業料収入 ××× 授業料収入 ×××

入学金収入 ××× 入学金収入 ×××

検定料収入 ××× 検定料収入 ×××

附属病院収入 ××× 附属病院収入 ×××

受託研究等収入 ××× 受託研究等収入 ×××

受託事業等収入 ××× 受託事業等収入 ×××

‥‥‥‥‥‥‥ ××× ‥‥‥‥‥‥‥ ×××
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補助金等収入 ××× 補助金等収入 ×××

補助金等の精算による返還金の支出 －××× 補助金等の精算による返還金の支出 －×××

寄附金収入 ××× 寄附金収入 ×××

小計 ××× 小計 ×××

‥‥‥‥‥‥‥ ××× ‥‥‥‥‥‥‥ ×××

設立団体納付金の支払額 －××× 設立団体納付金の支払額 －×××

業務活動によるキャッシュ・フロー ××× 業務活動によるキャッシュ・フロー ×××

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 －××× 有価証券の取得による支出 －×××

有価証券の売却による収入 ××× 有価証券の売却による収入 ×××

有形固定資産の取得による支出 －××× 有形固定資産の取得による支出 －×××

有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 ××× 有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 ×××

施設費による収入 ××× 施設費による収入 ×××

施設費の精算による返還金の支出 －××× 施設費の精算による返還金の支出 －×××

金銭出資による支出 －×××

資産除去債務の履行による支出 －××× 資産除去債務の履行による支出 －×××

‥‥‥‥‥‥‥ ××× ‥‥‥‥‥‥‥ ×××

小計 ××× 小計 ×××

利息及び配当金の受取額 ××× 利息及び配当金の受取額 ×××

投資活動によるキャッシュ・フロー ××× 投資活動によるキャッシュ・フロー ×××

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 ××× 短期借入れによる収入 ×××

短期借入金の返済による支出 －××× 短期借入金の返済による支出 －×××

公立大学法人債の発行による収入 ×××

公立大学法人債の償還による支出 －×××

長期借入れによる収入 ××× 長期借入れによる収入 ×××

長期借入金の返済による支出 －××× 長期借入金の返済による支出 －×××

金銭出資の受入による収入 ××× 金銭出資の受入による収入 ×××
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出資等に係る不要財産の出資等団体への納付によ 出資等に係る不要財産の出資等団体への納付によ

る支出 －××× る支出 －×××

‥‥‥‥‥‥‥ ××× ‥‥‥‥‥‥‥ ×××

小計 ××× 小計 ×××

利息の支払額 －××× 利息の支払額 －×××

財務活動によるキャッシュ・フロー ××× 財務活動によるキャッシュ・フロー ×××

Ⅳ 資金に係る換算差額 ××× Ⅳ 資金に係る換算差額 ×××

Ⅴ 資金増加額（又は減少額） ××× Ⅴ 資金増加額（又は減少額） ×××

Ⅵ 資金期首残高 ××× Ⅵ 資金期首残高 ×××

Ⅶ 資金期末残高 ××× Ⅶ 資金期末残高 ×××

第10節 附属明細書及び注記 第10節 附属明細書及び注記

第77 附属明細書 第77 附属明細書

地方独立行政法人は、貸借対照表及び損益計算書等の内容を補足するた 地方独立行政法人は、貸借対照表及び損益計算書等の内容を補足するた

め、次の事項を明らかにした附属明細書を作成しなければならない。（注 め、次の事項を明らかにした附属明細書を作成しなければならない。（注

49） 49）

(1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85 特定の償却資産 (1) 固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85 特定の償却資産

の減価に係る会計処理」及び「第88 資産除去債務に係る特定の除去費 の減価に係る会計処理」及び「第88 資産除去債務に係る特定の除去費

用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損 用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損

失の明細 失の明細

(2) たな卸資産の明細 (2) たな卸資産の明細

(3) 有価証券の明細 (3) 有価証券の明細

(4) 長期貸付金の明細 (4) 長期貸付金の明細

(5) 長期借入金の明細 (5) 長期借入金の明細

(6) 公立大学法人債の明細（公立大学法人に限る。）

(6) 引当金の明細 (7) 引当金の明細

(7) 資産除去債務の明細 (8) 資産除去債務の明細

(8) 保証債務の明細 (9) 保証債務の明細

(9) 資本金及び資本剰余金の明細 (10)資本金及び資本剰余金の明細
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(10)積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細 (11)積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

(11)運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 (12)運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

(12)地方公共団体等からの財源措置の明細 (13)地方公共団体等からの財源措置の明細

(13)役員及び職員の給与の明細 (14)役員及び職員の給与の明細

(14)開示すべきセグメント情報 (15)開示すべきセグメント情報

(15)業務費及び一般管理費の明細（公立大学法人に限る。） (16)業務費及び一般管理費の明細（公立大学法人に限る。）

(16)寄附金の明細（公立大学法人に限る。） (17)寄附金の明細（公立大学法人に限る。）

(17)受託研究の明細（公立大学法人に限る。） (18)受託研究の明細（公立大学法人に限る。）

(18)共同研究の明細（公立大学法人に限る。） (19)共同研究の明細（公立大学法人に限る。）

(19)受託事業等の明細（公立大学法人に限る。） (20)受託事業等の明細（公立大学法人に限る。）

(20)科学研究費補助金等の明細（公立大学法人に限る。） (21)科学研究費補助金等の明細（公立大学法人に限る。）

(21)上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細 (22)上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

第78 注記 第78 注記

１ 地方独立行政法人の財務諸表には、重要な会計方針、重要な債務負担 １ 地方独立行政法人の財務諸表には、重要な会計方針、重要な債務負担

行為、その作成日までに発生した重要な後発事象、固有の表示科目の内 行為、その作成日までに発生した重要な後発事象、固有の表示科目の内

容その他地方独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情 容その他地方独立行政法人の状況を適切に開示するために必要な会計情

報を注記しなければならない。 報を注記しなければならない。

２ 重要な会計方針に係る注記事項は、まとめて記載するものとする。そ ２ 重要な会計方針に係る注記事項は、まとめて記載するものとする。そ

の他の注記事項についても、重要な会計方針の注記の次に記載すること の他の注記事項についても、重要な会計方針の注記の次に記載すること

ができる。（注50）（注51）（注52）（注53）（注54） ができる。（注50）（注51）（注52）（注53）（注54）

＜注51＞ 重要な会計方針等の開示について ＜注51＞ 重要な会計方針等の開示について

１ 重要な会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合に １ 重要な会計方針、表示方法又は会計上の見積りの変更を行った場合に

は、重要な会計方針の次に、次の各号に掲げる事項を記載しなければな は、重要な会計方針の次に、次の各号に掲げる事項を記載しなければな

らない。 らない。

(1) 会計処理の原則又は手続の変更を行った場合には、その旨、変更の (1) 会計処理の原則又は手続の変更を行った場合には、その旨、変更の

理由及び当該変更が財務諸表に与えている影響の内容 理由及び当該変更が財務諸表に与えている影響の内容

(2) 表示方法の変更を行った場合には、その内容 (2) 表示方法の変更を行った場合には、その内容

(3) 会計上の見積りの変更を行った場合には、その旨、変更の内容及び (3) 会計上の見積りの変更を行った場合には、その旨、変更の内容及び

当該変更が財務諸表に与えている影響の内容 当該変更が財務諸表に与えている影響の内容
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２ 会計方針とは、地方独立行政法人が財務諸表の作成に当たって、その ２ 会計方針とは、地方独立行政法人が財務諸表の作成に当たって、その

会計情報を正しく示すために採用した会計処理の原則及び手続をいう。 会計情報を正しく示すために採用した会計処理の原則及び手続をいう。

なお、会計方針の例としては次のようなものがある。 なお、会計方針の例としては次のようなものがある。

(1) 運営費交付金収益の計上基準 (1) 運営費交付金収益の計上基準

(2) 減価償却の会計処理方法 (2) 減価償却の会計処理方法

(3) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 (3) 退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

(4) 有価証券の評価基準及び評価方法 (4) 有価証券の評価基準及び評価方法

(5) たな卸資産の評価基準及び評価方法 (5) たな卸資産の評価基準及び評価方法

(6) 債券発行差額の償却基準（公立大学法人に限る。）

(6) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準 (7) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

(7) 未収財源措置予定額の計上基準 (8) 未収財源措置予定額の計上基準

(8) 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 (9) 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

３ 表示方法とは、地方独立行政法人が財務諸表の作成に当たって、その ３ 表示方法とは、地方独立行政法人が財務諸表の作成に当たって、その

会計情報を正しく示すために採用した表示の方法（注記による開示も含 会計情報を正しく示すために採用した表示の方法（注記による開示も含

む。）をいい、財務諸表の科目分類、科目配列及び報告様式が含まれ む。）をいい、財務諸表の科目分類、科目配列及び報告様式が含まれ

る。 る。

４ 会計上の見積りとは、資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性 ４ 会計上の見積りとは、資産及び負債や収益及び費用等の額に不確実性

がある場合において、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、そ がある場合において、財務諸表作成時に入手可能な情報に基づいて、そ

の合理的な金額を算出することをいう。 の合理的な金額を算出することをいう。

第11節 地方独立行政法人固有の会計処理 第11節 地方独立行政法人固有の会計処理

（新設） 第88 債券発行差額の会計処理

１ 公立大学法人が事業資金等の調達のために債券を発行する場合におい

ては、債券の額面金額をもって貸借対照表価額とする。

２ 債券の額面金額と異なる金額で発行したときは、当該額面額と異なる

金額は、収入金額と額面金額との差額を債券発行差額として貸借対照表

に表示するものとする。

３ 債券発行差額は、毎事業年度、債券の償還期間にわたり合理的な基

準で計算した額を償却しなければならない。期限前に債券を償還した場

合には、債券発行差額の未償却残高のうち、償還した債券に対応する部
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分を当該事業年度に償却するものとする。

第２款 連結貸借対照表の作成基準 第２款 連結貸借対照表の作成基準

第101 連結貸借対照表作成の基本原則 第102 連結貸借対照表作成の基本原則

連結貸借対照表は、地方独立行政法人及び特定関連会社の個別貸借対照 連結貸借対照表は、地方独立行政法人及び特定関連会社の個別貸借対照

表における資産、負債及び純資産の金額を基礎とし、特定関連会社の資産 表における資産、負債及び純資産の金額を基礎とし、特定関連会社の資産

及び負債の評価、地方独立行政法人及び連結される特定関連会社（以下 及び負債の評価、連結される特定関連会社に対する出資とこれに対応する

「連結法人」という。）に対する出資とこれに対応する当該連結法人の資 当該連結される特定関連会社の資本との相殺消去その他必要とされる地方

本との相殺消去その他必要とされる地方独立行政法人及び連結法人相互間 独立行政法人及び連結される特定関連会社（以下「連結法人」という。）

の項目を消去して作成する。 相互間の項目を消去して作成する。

（新設） 第107 法人税等の期間配分に係る会計処理

１ 連結法人の法人税等については、一時差異等に係る税金の額を期間配

分しなければならない。

２ 一時差異等に係る税金の額は、独立行政法人会計基準「第３５ 法人

税等の期間配分に係る会計処理」に準じ、繰延税金資産又は繰延税金負

債として計上しなければならない。

第12節 連結財務諸表 第12節 連結財務諸表

第117 関連公益法人等の範囲 第119 関連公益法人等の範囲

１ 関連公益法人等とは、地方独立行政法人が出えん、人事、資金、技 １ 関連公益法人等とは、地方独立行政法人が出えん、人事、資金、技

術、取引等の関係を通じて、財務及び事業運営の方針決定に対して重要 術、取引等の関係を通じて、財務及び事業運営の方針決定に対して重要

な影響を与えることができるか又は地方独立行政法人との取引を通じて な影響を与えることができるか又は地方独立行政法人との取引を通じて

公的な資金が供給されており、地方独立行政法人の財務情報として、重 公的な資金が供給されており、地方独立行政法人の財務情報として、重

要な関係を有する当該公益法人等をいう。（注78） 要な関係を有する当該公益法人等をいう。（注78）

２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影 ２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影

響を与えることができないことが明らかに示されない限り、当該公益法 響を与えることができないことが明らかに示されない限り、当該公益法

人等は関連公益法人等に該当するものとする。 人等は関連公益法人等に該当するものとする。

(1) 理事等のうち、地方独立行政法人の役職員経験者の占める割合が三 (1) 理事等のうち、地方独立行政法人の役職員経験者の占める割合が三

分の一以上である公益法人等 分の一以上である公益法人等
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(2) 事業収入に占める地方独立行政法人との取引に係る額が三分の一以 (2) 事業収入に占める地方独立行政法人との取引に係る額が三分の一以

上である公益法人等 上である公益法人等

(3) 基本財産の五分の一以上を地方独立行政法人が出えんしている財団 (3) 基本財産の五分の一以上を地方独立行政法人が出えんしている一般

法人 財団法人、公益財団法人

(4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を地方独立行政法人が負担し (4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を地方独立行政法人が負担

ている公益法人等 している公益法人等

３ （略） ３ （略）

４ （略） ４ （略）

＜注78＞ 公益法人等の範囲について ＜注78＞ 公益法人等の範囲について

公益法人等とは、財団法人、社団法人のほか、社会福祉法人、特定非 公益法人等とは、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益

営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる 財団法人のほか、社会福祉法人、特定非営利活動法人、技術研究組合等

の法人も含まれる。

第118～第126 第120～第128
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新旧対照表

地方独立行政法人会計基準及び注解【公営企業型】

現行 改訂（案）

（下線部が改訂箇所）

目次 目次

第２章 公営企業型地方独立行政法人に適用される会計基準及び注解 第２章 公営企業型地方独立行政法人に適用される会計基準及び注解

第１節 一般原則 第１節 一般原則

第２節 概念 第２節 概念

第３節 認識及び測定 第３節 認識及び測定

第４節 財務諸表の体系 第４節 財務諸表の体系

第５節 貸借対照表 第５節 貸借対照表

第６節 損益計算書 第６節 損益計算書

第７節 キャッシュ・フロー計算書 第７節 キャッシュ・フロー計算書

第８節 利益の処分又は損失の処理に関する書類 第８節 利益の処分又は損失の処理に関する書類

第９節 行政サービス実施コスト計算書 第９節 行政サービス実施コスト計算書

第10節 附属明細書及び注記 第10節 附属明細書及び注記

第11節 公営企業型地方独立行政法人固有の会計処理 第11節 公営企業型地方独立行政法人固有の会計処理

第12節 区分経理の会計処理 第12節 区分経理の会計処理

第13節 連結財務諸表 第13節 連結財務諸表

第14節 合併に関する会計処理 第14節 合併に関する会計処理

第３節 認識及び測定 第３節 認識及び測定

第36 退職給付引当金の計上方法 第36 退職給付引当金の計上方法

１ 退職給付引当金は、原則として、退職給付債務に未認識過去勤務債務 １ 退職給付引当金は、退職給付債務に未認識過去勤務費用及び未認識数

及び未認識数理計算上の差異を加減した額を計上しなければならない。 理計算上の差異を加減した額を計上しなければならない。なお、連結貸
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（注33） 借対照表においても同様である。（注33）

２ 退職給付債務は、公営企業型地方独立行政法人の役員及び職員の退職 ２ 退職給付債務は、公営企業型地方独立行政法人の役員及び職員の退職

時に見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生していると認め により見込まれる退職給付の総額のうち、期末までに発生していると認

られる額を一定の割引率及び予想される退職時から現在までの期間に基 められる額を割り引いて計算する。（注34）（注35）

づき割り引いて計算する。（注34）（注35）

３ 未認識過去勤務債務とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した ３ 未認識過去勤務費用とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した

退職給付債務の増加又は減少部分のうち、費用処理（費用の減額処理又 退職給付債務の増加又は減少部分のうち、費用処理（費用の減額処理又

は費用を超過して減額した場合の利益処理を含む。次において同じ。） は費用を超過して減額した場合の利益処理を含む。次において同じ。）

されていないものをいう。未認識過去勤務債務は、平均残存勤務期間内 されていないものをいう。未認識過去勤務費用は、原則として各期の発

の一定年数で均等償却することができる。 生額について、予想される退職時から現在までの平均的な期間（以下

「平均残存勤務期間」という。）以内の一定の年数で按分した額を毎期

費用処理する。

４ 未認識数理計算上の差異とは、退職給付債務の数理計算に用いた見積 ４ 未認識数理計算上の差異とは、退職給付債務の数理計算に用いた見積

数値と実績との差異及び見積数値の変更等により発生した差異のうち、 数値と実績との差異及び見積数値の変更等により発生した差異のうち、

費用処理されていないものをいう。未認識数理計算上の差異は、平均残 費用処理されていないものをいう。未認識数理計算上の差異は、原則と

存勤務期間内の一定年数で均等償却することができる。 して各期の発生額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数で按分

した額を毎期費用処理する。

５ （略） ５ （略）

＜注34＞ 退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額 ＜注34＞ 退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額

退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額は、退 退職給付の総額のうち期末までに発生していると認められる額は、次

職給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とする方法 のいずれかの方法を選択適用して計算する。この場合、一旦採用した方

その他役員及び職員の勤務の対価を合理的に反映する方法を用いて計算 法は、原則として、継続して適用しなければならない。

しなければならない。 (1) 退職給付見込額について全勤務期間で除した額を各期の発生額とす

る方法（以下「期間定額基準」という。）

(2) 退職給付制度の給付算定式に従って各勤務期間に帰属させた給付に

基づき見積もった額を、退職給付見込額の各期の発生額とする方法

（以下「給付算定式基準」という。）。なお、この方法による場

合、勤務期間の後期における給付算定式に従った給付が、初期より

も著しく高い水準となるときには、当該期間の給付が均等に生じる

とみなして補正した給付算定式に従わなければならない。
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＜注35＞ 割引率について ＜注35＞ 割引率について

退職給付債務の計算における割引率は、安全性の高い長期の債券の利 退職給付債務の計算における割引率は、安全性の高い債券の利回りを

回りを基礎として決定しなければならない。 基礎として決定する。

第１３節 連結財務諸表 第１３節 連結財務諸表

第２款 連結貸借対照表の作成基準 第２款 連結貸借対照表の作成基準

第107 連結貸借対照表作成の基本原則 第107 連結貸借対照表作成の基本原則

連結貸借対照表は、公営企業型地方独立行政法人及び特定関連会社の個 連結貸借対照表は、公営企業型地方独立行政法人及び特定関連会社の個

別貸借対照表における資産、負債及び純資産の金額を基礎とし、特定関連 別貸借対照表における資産、負債及び純資産の金額を基礎とし、特定関連

会社の資産及び負債の評価、連結される特定関連会社（以下「連結法人」 会社の資産及び負債の評価、連結される特定関連会社に対する出資とこれ

という。）に対する出資とこれに対応する当該連結法人の資本との相殺消 に対応する当該連結される特定関連会社の資本との相殺消去その他必要と

去その他必要とされる公営企業型地方独立行政法人及び連結法人相互間の される公営企業型地方独立行政法人及び連結される特定関連会社（以下

項目を消去して作成する。 「連結法人」という。）相互間の項目を消去して作成する。

（新設） 第112 法人税等の期間配分に係る会計処理

１ 連結法人の法人税等については、一時差異等に係る税金の額を期間配

分しなければならない。

２ 一時差異等に係る税金の額は、独立行政法人会計基準「第３５ 法人

税等の期間配分に係る会計処理」に準じ、繰延税金資産又は繰延税金負

債として計上しなければならない。

第123 関連公益法人等の範囲 第124 関連公益法人等の範囲

１ 関連公益法人等とは、公営企業型地方独立行政法人が出えん、人事、 １ 関連公益法人等とは、公営企業型地方独立行政法人が出えん、人事、

資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び事業運営の方針決定に対 資金、技術、取引等の関係を通じて、財務及び事業運営の方針決定に対

して重要な影響を与えることができるか又は公営企業型地方独立行政法 して重要な影響を与えることができるか又は公営企業型地方独立行政法

人との取引を通じて公的な資金が供給されており、公営企業型地方独立 人との取引を通じて公的な資金が供給されており、公営企業型地方独立

行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等をい 行政法人の財務情報として、重要な関係を有する当該公益法人等をい

う。（注84） う。（注84）

２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影 ２ 次の場合には、公益法人等の財務及び事業運営の方針決定に重要な影
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響を与えることができないことが明らかに示されない限り、当該公益法 響を与えることができないことが明らかに示されない限り、当該公益法

人等は関連公益法人等に該当するものとする。 人等は関連公益法人等に該当するものとする。

(1) 理事等のうち、公営企業型地方独立行政法人の役職員経験者の占め (1) 理事等のうち、公営企業型地方独立行政法人の役職員経験者の占め

る割合が三分の一以上である公益法人等 る割合が三分の一以上である公益法人等

(2) 事業収入に占める公営企業型地方独立行政法人との取引に係る額が (2) 事業収入に占める公営企業型地方独立行政法人との取引に係る額が

三分の一以上である公益法人等 三分の一以上である公益法人等

(3) 基本財産の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法人が出えんし (3) 基本財産の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法人が出えんし

ている財団法人 ている一般財団法人、公益財団法人

(4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法 (4) 会費、寄附等の負担額の五分の一以上を公営企業型地方独立行政法

人が負担している公益法人等 人が負担している公益法人等

３～４ （略） ３～４ （略）

＜注84＞ 公益法人等の範囲について ＜注84＞ 公益法人等の範囲について

公益法人等とは、財団法人、社団法人のほか、社会福祉法人、特定非 公益法人等とは、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益

営利活動法人、技術研究組合等の法人も含まれる。 財団法人のほか、社会福祉法人、特定非営利活動法人、技術研究組合等

の法人も含まれる。


